
 

 

 

    

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

【対策の目的】 
 

 ○感染拡大を可能な限り抑制し、町民の生命及び健康を保護する。 
 

 ○町民生活及び町民経済に及ぼす影響が最少となるようにする。 

平成 25年 4月の新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行に伴い、インフルエンザや 
 

これと同等の危険性のある新感染症が発生した場合には、国家の危機管理として対応するた 
 

め、国・県・市町村は、行動計画を策定し、実施体制等を整備することとされた。 

古殿町新型インフルエンザ等対策行動計画の概要 

１ 計画の位置づけ 

  新型インフルエンザ対策特別措置法第 8 条に基づく計画 

とし、基本方針と具体的実施内容を示し、行政、医療機関、 

事業所、学校、町民などが連携・協力し、感染拡大を防止す 

るために取り組むべき対策の基準を示すもの 

２ 主な内容 

・新型インフルエンザ等対策に関する基本的事項 

・新型インフルエンザ等の発生段階に応じた対策 

３ 計画期間  平成 26年 12月～（終期なし） 

 政府行動計画、県行動計画等に変更が生じた際に改定する 

・計画の対象は新型インフルエンザ及び新感染症 

・町長を本部長とした対策本部を設置する 

・新型インフルエンザ等緊急事態宣言時における

対策 

（例）*不要不急の外出自粛要請 

   *施設の利用や催物の制限要請、指示 

・町が実施主体となり特定接種（医療従事者及び

社会機能維持者への臨時予防接種）の実施 

＜ 町  ＞ 町内の対策の総合的推進、住民接種、社会的弱者 

への支援 

＜ 県  ＞ 実施主体としての中心的な役割 

        市町村における対策実施を支援・調整 

＜指定地方公共機関＞ 発生時の安定供給等対策の実施 

＜登録事業者＞ 職場における感染対策、発生時の業務継続 

＜一般事業者＞ 職場における感染対策 

＜ 町 民 ＞ 個人での感染対策、発生に備え食料品、生活必需 

品の備蓄 

 

対 策 の 効 果   概 念 図 

参考：流行規模・被害想定（古殿町 県内統一積算法により算出） 

流行期間8週間で想定 

○発病率 全人口の２５％ 

○医療機関受診患者数 約５５０～約１，１００人 

○入院患者数 約２０人～約９０人 

○死亡者数 約５人～約３０人 

○従業員の欠勤率最大４０％（ピーク時の約２週間） 

 

※上記の推計には抗インフルエンザ薬等による介入の影響（効果）、現在

のわが国の医療体制等を一切考慮していない。 
 

（米国疾病管理センター推進モデルにより推計） 

計画の概要 主なポイント 役割分担 



 


